


　このガイドブックは、障がい福祉に関する各種の制度や

サービス及び各関係機関などについて記載したもので、障

がいのある方々にご活用いただくことにより福祉の増進を

図ることを目的として作成したものです。

　ガイドブック記載内容につきましては必ずご一読いただ

き、ご不明な点がありましたら各関係機関へお問い合わせ

くださいますようお願いいたします。また、大切に保管さ

れ、必要に応じて読み返されることにより、各種の制度や

サービスを最大限に利用していただきたいと考えておりま

す。

　なお、このガイドブックのご活用にあたりましては、次

の点にご留意ください。

　・令和８年４月１日現在を基準に作成したものですので、

　　法改正などによって内容が変わることがあります。

　・記載している各種の制度やサービスの詳細につきまし

　　ては、それぞれの担当窓口にお問い合わせください。

ご利用にあたって
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１．手 帳 の 交 付

（１）身体障害者手帳の交付

＜新規申込に必要なもの＞

＜受付場所＞

身体障害者手帳を取得後、以下の場合は手続きが必要です

　 ■障害の程度が変わった場合、新たに障害が追加になる場合

 　　<再認定申請に必要なもの >

　 ■市内転入、市内転居により住所が変更になった場合、氏名が変わった場合

 　　<届出に必要なもの >

　 ■手帳を紛失したとき、破れや汚れ等で使用ができなくなった場合

 　  < 申請に必要なもの >

　 ■障がい者（児）本人が死亡した場合、障害がなくなった場合

４cm ３cm

４cm ３cm

４cm ３cm
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（２）療育手帳の交付

＜新規申込に必要なもの＞

＜受付場所＞

療育手帳を取得後、以下の場合は手続きが必要です

　 ■再判定を受ける場合

 　　< 再判定申込時に必要なもの >

　 ■本人、保護者の住所や氏名など手帳に記載されている内容が変わった場合

 　　<届出に必要なもの >

　 ■手帳を紛失したとき、破れや汚れ等で使用ができなくなった場合、障害の程度が変わった場合

 　　<申請に必要なもの >

　 ■新しい手帳を交付された場合、再判定の結果が非該当となった場合、本人が死亡した場合

 　　< 届出に必要なもの >

４cm ３cm

４cm ３cm

※６歳および12歳再判定については、オンラインでの受付も可能です。

Ａ１(総合最重度)、Ａ２(総合重度)、Ｂ１(総合中度)、Ｂ２(総合軽度)
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（１）特別障害者手当（国の制度）

（２）障害児福祉手当（国の制度）

３０，４５０円（令和８年４月１日現在）

１６，５６０円（令和８年４月１日現在）

20歳以上の人で著しく重度の心身障がい等があり、日常生活において常時特別の介護を

必要とする人

※「著しく重度の障害」とは、基本的に重度の障害が重複している状態です。ただし、

　単一の障害でも、その状態が「著しく重度の障害」と同程度と認められるときは対象

　となります。

20歳未満の人で重度の心身障がい等があり、日常生活において常時の介護を必要とする人

２．　手当・年金
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（３）特別児童扶養手当（国の制度）

く県により判定がおこなわれます＞

対象者
20歳未満の障がい児（身体または精神に政令で定める程度の障がいのある児童）を監護

している父母または養育者

障害程度

の目安

１級（重度）
①身体障害者手帳１・２級程度
②療育手帳Ａの知的障がい児
③精神障がい、内部障がい等があり、上記①・②と同程度

２級（中度）
①身体障害者手帳３級及び４級程度の一部
② 療育手帳Ｂ１及びＢ２程度の一部
③精神障がい、内部障がい等があり、上記①・②と同程度

※「１級（重度）」、「２級（中度）」は、手帳の等級とは異なります。また、上記①～③は、

　あくまで目安を示したものです。

　　法に定める認定基準の詳細につきましては、大分県のホームページに掲載して

　いますので、参考にしてください。

※手帳の交付を受けていない方で、障がいの程度が法に定める認定基準に該当する

　場合、手当が支給されることがあります。

※慢性疾患等（急性白血病、悪性リンパ腫、再生不良性貧血等）で傷病が治らず、安静

　を必要とする状態である場合、手当が支給されることがあります。

　（障がいの程度が法に定める認定基準に該当する必要があります）

支給でき

ない場合

以下に該当する場合は対象となりません。

　・障がい児が児童福祉施設等（保育所、通園施設、母子入所等を除きます）に入所し

　　たとき。

　・障がい児が障がいを理由とする公的年金を受けるようになったとき。

　・父母または養育者が大分市内にいないとき。（居住地での申請になります）

　・対象者（父母または養育者）本人、配偶者、扶養義務者の所得が所得制限限度額を

　　超えているとき。

　・障がいの程度が認定基準に定める程度に該当しないと判定されたとき。

手当額

月額　１級（重度）５８，４５０円（令和８年４月１日現在）

　　　２級（中度）３８，９３０円（　　　 　〃　 　　　）

※手当額は国の基準により、各年度で改正があります。

支給月 ４月・８月・11月※各月11日（その日が土・日・祝日である場合、直前の平日に支給）

手続きに

必要な

書類等

⑴　戸籍謄本　　＊交付後1か月以内のもの

⑵　診断書（所定の様式）　　＊発行後２か月以内のもの

　　※療育手帳、身体障害者手帳をお持ちの方は条件を満たせば省略できる場合が

　　　ありますのでお問い合わせ下さい。

⑶　身体障害者手帳または療育手帳（所持している方のみ）

⑷　対象者（父母または養育者）名義の預金通帳（所得の最も高い保護者の名義のもの）

⑸　個人番号（マイナンバー）の掲示が必要《詳細は最終ページをご参照ください》

父母または養育者と対象児が別居をしている場合や、父母以外の方が養育している

場合別途必要となるものがあります。障害福祉課へお問い合わせ下さい。

受付場所 市役所障害福祉課、各支所、東部・西部保健福祉センター、各連絡所（今市除く）
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【特別障害者手当・障害児福祉手当の所得制限限度額表】

扶養親族等の数
本人（対象者（児）） 配偶者及び扶養義務者

収入額（目安） 所得額 収入額（目安） 所得額

０人 5,252,000 3,661,000 8,319,000 6,287,000

１人 5,728,000 4,041,000 8,586,000 6,536,000

２人 6,203,000 4,421,000 8,799,000 6,749,000

３人 6,668,000 4,801,000 9,012,000 6,962,000

４人 7,090,000 5,181,000 9,225,000 7,175,000

５人 7,512,000 5,561,000 9,438,000 7,388,000

【特別児童扶養手当の所得制限限度額表】

扶養親族等の数
本人（父母または養育者） 配偶者及び扶養義務者

収入額（目安） 所得額 収入額（目安） 所得額

０人 6,420,000 4,596,000 8,319,000 6,287,000

１人 6,862,000 4,976,000 8,586,000 6,536,000

２人 7,284,000 5,356,000 8,799,000 6,749,000

３人 7,707,000 5,736,000 9,012,000 6,962,000

４人 8,129,000 6,116,000 9,225,000 7,175,000

５人 8,546,000 6,496,000 9,438,000 7,388,000

※６人目以降は、１人につき本人の場合38万円、配偶者及び扶養義務者の場合21万3千円を上記所

　得額に加算。

※扶養親族等が所得税法に規定する70歳以上の同一生計配偶者又は老人扶養親族であるときは

　本人の場合10万円、配偶者及び扶養義務者の場合（扶養親族等が1人の場合を除く）６万円、特定

　扶養親族等であるときは本人の場合のみ25万円を上記所得額に加算。

※判定所得額は、所得から控除を差し引いた額になります。

　・所得…総所得金額、退職所得金額、山林所得金額、長期・短期譲渡所得の金額（特別控除後）、

　　　　　先物取引に係る雑所得等の金額　など

　・控除…社会保険料相当額（手当の種類や本人、配偶者等によって異なる）、雑損控除額、医療費

　　　　　控除額、配偶者特別控除額、障害者控除額、ひとり親控除額　など

（円）

（円）
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（４）児童扶養手当

（５）心身障害者扶養共済制度

ＴＥＬ ０９７－５０６－２７２３

ＴＥＬ ０９７－５３７－５７９３
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（６）障害基礎年金（国の制度）

◎受給条件…それぞれ（１）～（３）の条件のすべてに該当する人が受給できます。

◎相談・受付場所

18

（ＴＥＬ ０９７－５３７－５６１７　ＦＡＸ ０９７－５３２－０７０５）

（６）　障害基礎年金　（国の制度）
　障害年金は病気やけがによって生活や仕事などが制限されるようになった場合に、現役世代

の方も含めて受け取ることができる年金です。
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（７）後期高齢者医療制度の障害認定

（８）生活保護世帯の障害者加算

肢のすべての指を欠くもの)、３号（１下肢を下腿の２分の１以上で欠くもの)、４号（１下肢の機

（５３７－５７３６）

（５３４－１７７１）

（５３７－５６２１）

（５２７－２１０４）

（５４１－１２５４）
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３．　医　　　療

　（1）　医療費の助成
　　障がい者（児）が、ひと月に同一の医療機関で1,000円以上の医療費を支払った場合、その自己

　負担額（保険診療分）を助成します。

※医療費の助成を受けることができるのは、障害者医療証の申請・交付を受けた方のみです。

◎障害者医療証の交付申請について（資格申請）

対象者

大分市内に住民登録があり、以下の障害等級に該当する方（所得制限あり）

・身体障害者手帳１級・２級・３級

・療育手帳Ａ１・Ａ２・Ｂ１・Ｂ２

※ただし、生活保護受給中の方またはひとり親家庭等医療費助成を受給中の児童は申請

できませんので、受給しなくなった際に申請してください。

手続きに

必要な

書類等

(1)身体障害者手帳または療育手帳

(2)本人名義の預金通帳

(3)加入している健康保険の情報がわかるもの

(4)障害者医療費受給認定申請書（窓口に備え付けあり）

(5)所得・税額調査同意書（窓口に備え付けあり）

(6)個人番号（マイナンバー）の提示が必要《詳細は最終ページをご参照ください》

受付場所
市役所障害福祉課　各支所

東部・西部保健福祉センター　各連絡所（今市除く）

◎医療費助成金の申請について（助成金支給申請）

申請方法

下記①または②の方法で申請可能です。

①医療機関で受診・支払の際に医療証を提示（申請書の提出は不要）

　→原則、支払月の3か月後の25日に助成金の振込

②受診の翌月以降に、医療機関等の窓口に医療証と申請書を提出し、

　「医療機関等記入欄」に証明をもらう

　→20日までに申請書を提出

　→原則、翌月25日に助成金の振込

※②は以下の場合に該当するときの申請方法です。

　・あんま、マッサージ、指圧、鍼灸、柔道整復、整骨院を受診した場合（保険適用）

　・医療証が手元に届く以前の申請を遡って行う場合　等

手続きに

必要な

書類等

（上記①の場合）

　(1)　障害者医療証（医療機関に提示）

（上記②の場合）

　(1)　障害者医療証

　(2)　障害者医療費助成金支給申請書（医療機関記入欄に証明があるもの）

　(3)　加入している健康保険の情報がわかるもの

受付場所

（上記②の場合）

　市役所障害福祉課　各支所

　東部・西部保健福祉センター　各連絡所（今市除く）

注意事項

・申請期間は受診の翌月から１年以内です。

【例】（令和８年４月診療分は令和９年４月末まで）

・「高額療養費」や「付加給付金」などを除いた金額を助成します

・次の内容は助成対象外です（入院時食事療養費、健康診断、予防接種、文書料、ベッド

の差額代等健康保険適用外のもの）

《お問い合わせ》障害福祉課
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（２）自立支援医療（更生医療・育成医療）

　障がいの状態の軽減や機能の回復を図ることを目的とした医療を指定医療機関で受けること

ができます。

対象者

＜更生医療＞

18歳以上の身体障害者手帳（下記①〜⑥の障がい）の交付を受けている方

＜育成医療＞

身体上の障がい（下記①〜⑥）を有し、その障がいを除去・軽減する手術等により確実に

効果が期待できる18歳未満の児童

①肢体不自由

②内部障がい

③視覚障がい

④聴覚・平衡機能障がい

⑤音声・言語・そしゃく機能障がい

⑥免疫機能障がい

制度内容

原則1割負担になります。

ただし、加入健康保険の被保険者（国民健康保険、後期高齢者医療保険の場合は加入者

全員）の市民税額により、ひと月あたりの負担上限額をそれぞれ設定します。

※生活保護受給世帯は、自己負担はありません。

手続きに

必要な

書類等

⑴　自立支援医療（更生・育成）支給認定申請書（窓口に備え付けあり）

⑵　自立支援医療（更生・育成）意見書（所定の様式に指定の医師が記入したもの）

� （窓口に備え付けあり）

⑶　収入申告書（窓口に備え付けあり）

⑷　身体障害者手帳（育成医療の場合は不要です）

⑸　加入している健康保険の情報がわかるもの

⑹　特定疾病療養受療証（人工透析の場合）

⑺　個人番号（マイナンバー）の提示が必要《詳細は最終ページをご参照ください》

受付場所
市役所障害福祉課

東部・西部保健福祉センター

注意事項

・治療内容によっては、市民税額が一定額以上の場合、自立支援医療を受給することが

　できない場合もあります。

・治療等の開始前までに申請が必要です。

・指定医療機関での治療が対象となります。

・申請後、大分県にて審査が必要な場合がありますので、決定までに１〜２ケ月程かか

　ります。

《お問い合わせ》障害福祉課

更生医療 心臓・じん臓・小腸・肝臓

育成医療
心臓・じん臓・呼吸器・ぼうこう・小腸・肝臓

※ただし、上記以外の内部障がいについては先天性のものに限ります
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４．補装具・日常生活用具・住宅等

　（1）補装具の購入及び修理　

　障がいにより失われた身体機能の一部を補うための補装具費（購入・修理）を支給すること

で日常生活の改善を図ります。日常的・長期的に使用する補装具が対象になります。

対象者

※１　重度の両上下肢及び音声・言語機能障がい者が対象

〈対象者について〉

「介護保険」について

　65歳以上（特定疾病の方は40歳以上）の方は介護保険〔レンタル〕の対象となります。

　ただし、オーダーメイドが必要な方はご相談ください。

「児童のみ」について

　18歳未満の児童のみ給付対象となります。

〈県判定について〉

　18歳以上の場合は身体障害者更生相談所（県）での交付判定となります。

　◦ 書類判定の場合は指定の専門医師の意見書（所定の様式）が必要です。

　◦ 来所判定の場合は身体障害者更生相談所での判定となります。

　身体障害者手帳の交付を受けていない難病患者の方々についても一部補装具が給付対象

　となります。詳しくは障害福祉課までお問合せ下さい。

手続きに

必要な

書類等

⑴　補装具費支給申請書（窓口に備え付けあり）

⑵　登録補装具業者の見積書

⑶　補装具の種類によって意見書（所定の様式）等

　　※ただし、18歳未満の購入申請は毎回、意見書が必要です。

⑷　身体障害者手帳

⑸　個人番号（マイナンバー）の提示が必要《詳細は最終ページをご参照下さい》

受付場所
市役所障害福祉課　各支所　東部・西部保健福祉センター

各連絡所（今市除く）

注意事項

※購入（作製）・修理前のみの事前申請受付となります。
※世帯の市民税の課税状況により助成対象額の１割の自己負担がある場合があります。

　また、市民税の課税額によっては助成が受けられない場合があります。

《お問い合わせ》障害福祉課

補装具一覧
　　　　　　 　　　　　障がいの種類

補装具名
視覚 聴覚

肢体
不自由

心臓
呼吸器

介護
保険

児童
のみ

県判定

視覚障害者安全つえ（白杖など） ○
義眼 ○
眼鏡 ○
補聴器 ○ ＊
人工内耳（音声信号処理装置の修理に限る） ○
車いす ○ ○ ○ ＊
電動車いす ○ ○ ○ ＊
歩行器 ○ ○ ○
歩行補助つえ
　松葉つえ
　ロフストランド・クラッチ
　多脚つえ
　プラットフォームつえ

○ ○ ○

義肢（義足・義手） ○ ＊
装具（下肢、靴型、体幹、上肢） ○ ＊
姿勢保持装置 ○ ＊
座位保持いす ○ ○
起立保持具 ○ ○
排便補助具 ○ ○
頭部保持具 ○ ○
重度障害者用意思伝達装置 ○※1 ＊
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（２）日常生活用具関係

※購入前のみの事前申請受付となります。

　①　日常生活用具の購入

※購入前のみの事前申請受付となります。

【紙おむつの支給対象が拡大しました】

65歳以上(特定疾病に該当する場合は40歳以上)の方は介護保険制度の「おむつ等介

護用品購入費支給事業」(長寿福祉課)、「家族介護用品支給事業」(各地域包括支援

センター）を優先的に利用いただきます。利用後、さらに紙おむつの助成が必要

となる場合、日常生活用具給付事業の申請が必要です。

13・14
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【日常生活用具】 65歳以上（特定疾病40～64歳）は介護保険優先

又は療育手帳Ａ１、Ａ２で癲癇の発作等により頻繁に転倒する
もの

②療育手帳Ａ１、Ａ２

②療育手帳Ａ１、Ａ２

①障害等級１、２級又は療育手帳Ａ１、Ａ２のもの

①障害等級１、２級又は療育手帳Ａ１、Ａ２のもの

②療育手帳Ａ１、Ａ２

①身体障害者手帳を所持しており、気管カニューレを装着し
　ているもので当該用具の装用効果があり、必要と認められ
　るもの　※4
②難病患者等(※3)で気管カニューレを装着しており、当該用
　具の装用効果があり、必要と認められるもの　※4

③難病患者等(※3)で上肢機能に障がいがあり必要と認められ
　るもの　※4
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住

　宅

改
修
費

ぼうこう機能又は直腸機能もしくは小腸機能障害があり、ス
トーマ造設者(一時的な造設を除く。）

④療育手帳Ａ１、Ａ２

①下肢又は体幹機能障害があり、高度の排尿機能障害者
②ぼうこう機能障害があり、高度の排尿機能障害者

Ｐ16参照

※1　頭部保護帽

　　A　スポンジ及び革を主材料に製作　-------------------------------- 15,200

　　B　スポンジ、革、及びプラスチックを主材料に製作　------ 36,750

※2　ストーマ用装具、紙おむつ等（1か月分）

　　◎消化器系　----------------------------------------- 9,500

　　◎尿路系　------------------------------------------- 12,500

　　◎消化器・尿路系　---------------------------------- 22,000

　　◎紙おむつ等　--------------------------------------- 12,000

※3　難病患者等

　　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令第１条に規定する

　　特殊の疾病に該当するもの

※4　意見書が必要

〈単位　円〉
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② 居宅生活動作補助用具の給付（住宅改修費）

※改修工事の着工・施工前の申請が必要です。

⑷

市役所障害福祉課
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（３）住宅設備改造費の補助

※改造工事の着工・施工前の申請が必要です。

（受付は先着順となります）

市役所障害福祉課
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（４）斜視・弱視児童矯正眼鏡購入費等の助成

※９歳未満児は、原則加入医療保険からの給付となります。

（５）軽度・中度聴覚障がい児補聴器購入費等の助成

（窓口に備え付けあり）

※購入から１年以内に限られます。
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（６）大分市医療的ケア児・者非常用発電装置等の購入費補助

　在宅で医療的ケアが必要な方に対して、災害時にも必要となる電源を確保するため、非常用

発電装置等の購入費にかかる補助金を交付します。

●大分市医療的ケア児・者非常用発電装置等整備事業の概要

対象者

以下の１、２を満たす方

　１　大分市に住所を有する方

　　　（医療機関等に入院中、障害者支援施設等に入所中の方は対象外）

　２　下記の①～⑥の医療的ケアのうち、いずれかを要する子ども及び成人

　　①　人工呼吸器の使用（NPPV、ネイザルハイフロー、パーカッションベンチレー

　　　　ター、排痰補助装置、高頻度胸壁振動装置を含む）

　　②　酸素療法

　　③　経管栄養（持続経管注入ポンプ使用のみ）

　　④　中心静脈カテーテル（中心静脈栄養、肺高血圧症治療薬、麻薬など）

　　⑤　上記以外の注射管理（持続皮下注射ポンプ使用のみ）

　　⑥　自宅における継続した透析（在宅血液透析や腹膜透析）

対象用具

　１．発電機　　

　２．ポータブル電源　　

　３．カーインバーター　のいずれか

補助金の額 　１２０，０００円（上限額）

利用者負担 　なし（上限額を超える分は自己負担）

提出書類

・大分市医療的ケア児非常用発電装置等整備事業費補助金交付申請書

・医療的ケアを確認できる資料（医師の指示書の写し等）（事前にご相談ください）

・購入する用品の見積書および用品の種類が分かる資料

・誓約書

受付場所 　市役所障害福祉課（支所での受付はできません）

注意事項

・購入前の事前申請となります。

・購入できる用具は１つ限りです。

・補助回数は５年に１回です。

《お問い合わせ》障害福祉課
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５．タクシー券の交付

（ ）

（
（

）
）

⑵

【有料道路通行料金の割引】(Ｐ23)、【自動車税・軽自動車税の減免】(Ｐ24）を受けていないことが条件

年間 100円券
400円券

50枚
45枚

60

40

100

1,500

1,500

7,000

7,000

9,000

9,000

100枚

や

迎車料金には利用できません。

60
50

100

５．　タクシー券の交付

　大分市に住所を有する重度心身障がい者（児）に、タクシー利用券を交付します。

＊【有料道路通行料金の割引】(Ｐ22)、【自動車税・軽自動車税の減免】(Ｐ23）を受けていないこ

　とが条件となります。（どちらか一方を受けていると、交付はできません）

＊自動車税・軽自動車税の減免を受けていた方は、タクシー券交付申請前に、当該免除申請先

　に消印をもらってください。
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６．自動車（改造費・免許取得費）の補助

（１）自動車改造費の補助

（２）自動車運転免許取得補助

（３）自動車運転免許取得補講料補助

※　予算に限りがあるため、受付できない事があります
　　（受付は先着順です）

※　予算に限りがあるため、受付できないことがあります。
　　（受付は先着順です）

※　予算に限りがあるため、受付できないことがあります。
　　（受付は先着順です）

上記の「自動車運転免許取得補助」制度を受けられた人を対象に、免許取得に要した費用のうち
「補講料」について３万円を限度に補助します。

所持者（所得制限があります）

※　改造前に申請が必要です。すでに改造されている自動車は対象になりません。

※　障がいに応じた改造をすることを条件とします。

※　予算に限りがあるため、受付できないことがあります。

　　（受付は先着順です）
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７．減免制度・割引等

（１）所得税、市民税・県民税等の控除

（２）ＮＨＫ放送受信料の減免

Ａ１・Ａ２

ＴＥＬ ０９７－５３３－２８３０
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（３）有料道路通行料金の割引

20

３回目の誕生日まで（有効期限の２か月前から更新申請できます）

※「タクシー券の交付(Ｐ20)」を受けていないことが条件です。
※「タクシー券」への変更は年度につき１回のみ可能です。

・身体障害者手帳（１種）または、療育手帳（Ａ１、Ａ２）を所持する方

・身体障害者手帳（２種）を所持する方（本人運転に限る）

②車の車検証の「自家用・事業用の別／適否」欄に「自家用」と記載されているもの

　（事業用と記載されている場合、対象となりません）のうち

【乗用自動車】・・・・

人以下のもの。（軽自動車も対象となります。）

「用途」欄に「貨物」と記載されているもので、後部座席が設

置され乗車定員が４人以上10人以下のもののうち、乗車設備

と荷台に仕切りがないもの又は乗車設備と荷台が仕切られた

最大積載量が500kg以下のもの。

「用途」欄に「特殊」と記載されているもののうち、「車体の形
状」欄に車いす移動車、身体障害者輸送車又はキャンピング

車のいずれかが記載されているもので、乗車定員が10人以下
のもの。
総排気量が125ccを超えるもの。

「用途」欄に「乗用」と記載されているもので、乗車定員が10

【貨物自動車】・・・・

【特殊用途自動車】・・

【二輪自動車】・・・・

ＴＥＬ ０１２０－９２４８６３  又は０６－６８７６－９０３１

19
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（ ４ ） 自動車税、軽自動車税の減免

　身体障害者手帳・療育手帳の交付を受けている方で、一定の要件を満たす場合の申請により、

自動車税、軽自動車税の減免を受けることができます。

　一定の要件については、下記のフローチャートに従い、表１～表２を確認してください。

※ 注意事項

　①　タクシー券の交付(P19)を受けていないこと。（自動車税等の減免を受ける場合には、

　　タクシー券の返還が必要です。）

　②　減免の対象となる自動車は、障がい者１人につき１台です。

　③　事業用車両は、減免の対象になりません。

　④　すでに減免を受けていて次の事由に該当する場合は直ちに届出をしてください。

　　・　自動車を障がい者のために使用しなくなった

　　・　障がい者が亡くなった

　　・　自動車を替えた

　　・　運転者が障がい者と生計を一に（常時介護）しなくなった　等

　⑤　自動車税については、申請月からの月割減免があります。ただし、自動車税は当該年度の

　　４月１日時点の所有者に課税されるため、年度途中で障がい者の方の名義に変更した場合　

　　は、月割減免の対象とはなりません。

　⑥　軽自動車税については、納税通知書が届いてから納期限までに減免の申請をしてくださ　

　　い。また、軽自動車税の月割減免はありません。当該年度の４月１日（軽自動車税の課税基準　

　　日）に表１～表２の手帳を所持していない場合は減免対象外です。

（４）自動車税（種別割）・（環境性能割）、
　　　軽自動車税（種別割）・（環境性能割）の減免

※　軽自動車のみのフローチャート
※　普通自動車については、大分県税事務所自動車税管理室にお問い合わせ
　　ください。

た　等

※　軽自動車のみのフローチャート
※　普通自動車については、大分県税事務所自動車税管理室にお問い合わせ
　　ください。

車両の所有（納税義務者）が障がい者本人ですか
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表１ 　・障がい者本人が所有し、障がい者本人が運転する場合
　　　　・障がい者のみで構成されている世帯で、障がい者本人が所有し常時介護する者（注２）が
　　　　　運転する場合（注2）

対
象
と
な
る
障
が
い
の
程
度

※１ 身体障害者手帳に「再認定審査年月」の記載がある場合は「再認定審査年月」の到達以前であると。

※２ 障がい等級は、手帳の総合等級ではなく、「障がい区分」ごとの障がい等級により判断します。

※３ 「上肢不自由3級」「下肢不自由7級」各級の中で複数の障がいがあるときは、1級上の級として判断し

　　減免の対象となる場合があります。

申
請
窓
口

※減免額等詳細につきましては、上記各申請窓口へお問い合わせください。

減
免
申
請
に
必
要
な

書
類
等

【自動車税】

　減免申請に必要な書類等は

　上記各申請窓口へ

　お問い合わせください。

【軽自動車税】

(1) 身体障害者手帳、療育手帳

(2) 運転者の運転免許証

（※ マイナ免許証の場合は、「マイナポータル」もしくは

　　「マイナ免許証読み取りアプリ」から免許情報の確認

　　ができる画面を提示していただく必要があります。）

(3) 自動車検査証

(4) 納税通知書（納めずにご持参ください。）

(5) 納税義務者の「個人番号確認書類（マイナンバーカードなど）」

(6) 来庁者の「身元確認書類（マイナンバーカードなど）」

(7) 『常時介護証明書』（注２）

※申請は、納税通知書が届いてから

　納期限までにしてください。

手帳の種類
障がい等級（障がいの程度） (※２)

身
体
障
害
者
手
帳

障がい区分

視覚障害 １級から３級までの各級及び４級の１

聴覚障害 ２級及び３級

平衡機能障害 ３級

音声機能障害
３級（喉頭が摘出された場合に限る。言語機能又は

そしゃく機能の喪失は除く。）

上肢不自由 １級及び２級又は３級の障がいが複数ある場合（※３）

下肢不自由
１級から６級までの各級又は７級の障がいが複数ある

場合（※３）

体幹不自由 １級から３級までの各級及び５級

乳幼児期以前の

非進行性脳病変による

運動機能障害

上肢
機能 １級及び２級

移動
機能 １級から６級までの各級

心臓機能障害 １級及び３級

じん臓機能障害 １級及び３級

呼吸器機能障害 １級及び３級

ぼうこう又は直腸の機能障害 １級及び３級

小腸の機能障害 １級及び３級

ヒト免疫不全ウイルスによる

免疫機能障害
１級から３級までの各級

肝臓機能障害 １級から３級までの各級

療育手帳 Ａ１及びＡ２（次回判定年月の到達以前であること）

自動車税
大分県税事務所　自動車税管理室 

　大分市大津町３－４－13　交通会館２階　TEL 097-552-1121

軽自動車税
大分市役所　税制課（第２庁舎３階）　　　　TEL 097-537-7314 

東部・西部資産税事務所、各支所、本神崎・一尺屋連絡所

（※１）
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表２　　・障がい者本人が所有し、生計を一にする者が運転する場合（注1）

　　　　　・生計を一にする者が所有し、障がい者本人が運転する場合（注1）

　　　　　・生計を一にする者が所有し、生計を一にする者が運転する場合（注1）

　　　　　・生計を一にする者が所有し、障がい者のみで構成される世帯の常時介護する者が運転する場合（注1）（注2）

対
象
と
な
る
障
が
い
の
程
度

※１ 身体障害者手帳に「再認定審査年月」の記載がある場合は「再認定審査年月」の到達以前であること。
※２ 障がい等級は、手帳の総合等級ではなく、「.障がい区分」ごとの障がい等級により判断します。
※３ 「上肢不自由３級」「下肢不自由４級」「下肢不自由７級」各級の中で複数の障がいがあるときは、１級上
　　の級として判断し減免の対象となる場合があります。
※４ 下肢若しくは移動機能の６級までの障がいを含み、他の障がいを重複する場合は、身体障害者手帳の
　　総合等級が１級又は２級の方も対象となります。

申
請
窓
口

※減免額等詳細につきましては、上記各申請窓口へお問い合わせください。

減
免
申
請
に
必
要
な

書
類
等

【自動車税】

　減免申請に必要な書類等は

　上記各申請窓口へ

　お問い合わせください。

【軽自動車税】 

(1) 身体障害者手帳、療育手帳 

(2) 運転者の運転免許証 

(3) 自動車検査証 

(4) 納税通知書（納付をしないでください） 

(5) 納税義務者の「個人番号確認書類（個人番号カードなど）」 

(6) 来庁者の「身元確認書類（運転免許証など）」 

(7)『生計同一証明書』『常時介護証明書』（車の所有者・

　　運転者が障がい者と別居している場合）（注１）（注２） 

※申請は、納税通知書が届いてから

　納期限までにしてください。

手帳の種類
障がい等級（障がいの程度） (※２)

身
体
障
害
者
手
帳

障がい区分

視覚障害 １級から３級までの各級及び４級の１

聴覚障害 ２級及び３級

平衡機能障害 ３級

音声機能障害
３級（喉頭が摘出された場合に限る。言語機能又は

そしゃく機能の喪失は除く。）

上肢不自由 １級及び２級又は３級の障がいが複数ある場合（※３）

下肢不自由

１級から３級までの各級又は４級の障がいが複数あ
る場合(※３)
４級から６級までの各級又は７級の障がいが複数あ
る場合(※３)で他の障害を重複する場合は、身体障
害者手帳の等級が１級又は２級(※４)

体幹不自由 １級から３級までの各級及び５級

乳幼児期以前の

非進行性脳病変による

運動機能障害

上肢
機能 １級及び２級

移動
機能

１級から３級までの各級 
４級から６級までの各級で他の障害を重複する場合
は、身体障害者手帳の等級が１級又は２級（※４）

心臓機能障害 １級及び３級

じん臓機能障害 １級及び３級

呼吸器機能障害 １級及び３級

ぼうこう又は直腸の機能障害 １級及び３級

小腸の機能障害 １級及び３級

ヒト免疫不全ウイルスによる
免疫機能障害

１級から３級までの各級

肝臓機能障害 １級から３級までの各級

療育手帳 Ａ１及びＡ２（次回判定年月の到達以前であること）

自動車税
大分県税事務所　自動車税管理室 

　大分市大津町３－４－13　交通会館２階　TEL 097-552-1121

軽自動車税
大分市役所　税制課（第２庁舎３階）　　　　TEL 097-537-7314 

東部・西部資産税事務所、各支所、本神崎・一尺屋連絡所

（※１）
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（注 1 ）　軽自動車税の減免に係わる　『生計同一証明書』　について

生計同一者が障がい者と住民票上同一住所の場合は『生計同一証明書』は不要です。
車の所有者、運転者が障がい者と別居している場合のみ必要です。

発行窓口は、市役所障害福祉課です。各支所等では取り扱いがありませんので、ご注意ください。

なお、生計同一証明書の発行要件は下記①及び②です。

①　運転者または所有者が生計同一者であること。

　　なお、「生計同一者」とは、所得税法上の「生計を一にする」と同義であり、同一の生活共同体に

　　属して日常生活の資を共にしている方です。具体的には、所得税法上の扶養控除の対象であ

　　ること等により判断します。

②　当該軽自動車を障がい者の通学、通院、通所若しくは生業（※1）のために、月2回以上かつ

　　全運行日数の8割以上使用していること。

(※1)「通学、通院、通所若しくは生業」とは次のとおりです。

「通学」
学校教育法に規定する学校、専修学校、各種学校（国、地方公共団体、学校法人が

設置する学校）に通うこと。

「通院」
治療・機能維持回復などのために医療法上の医療機関に通うこと。（障がいとの関

連は問わないが、慢性疾患等で長期間の通院を要する）

「通所」

次の施設に通うこと。

・障害者総合支援法の規定による通所サービスを行う事業所及び地域活動支援センター

・身体障害者福祉法に規定する通所施設

・児童福祉法に規定する障がい児のための通所施設

・児童福祉法に規定する保育所

・その他の施設等

　　職業訓練施設、手話教室、予備校等長期間に及ぶもので、障がい者の社会復帰に

　　必要と考えられるもの。（老人福祉施設・介護施設は除く）

「生業」 自己の生活を維持するための収入を得ること。

※なお、障害者総合支援法、児童福祉法に規定する入所施設（グループホーム、盲、ろう、特別支援学

　校の寄宿舎を含む）に入所中の方及び医療機関に入院中の方で継続して月１回程度以上帰宅す

　る場合は通院・通所等とみなします。

市役所障害福祉課で発行する『生計同一証明書』の手続きに必要なもの

　　・身体障害者手帳、療育手帳 

　　・運転者の運転免許証

　　　（※マイナ免許証の場合は、「マイナポータル」もしくは「マイナ免許証読み取りアプリ」から

　　　　　　免許情報の確認ができる画面を提示していただく必要があります。） 

　　・自動車検査証 

　　・300円（証明発行手数料） 

　※軽自動車税減免申請の期間は、納税通知書が届いてから納期限までです。
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（注 ２ ）軽自動車税（種別割）の減免に係わる『常時介護証明書』について

発行窓口は、市役所障害福祉課です。各支所等では取り扱いがありませんので、ご注意ください。

なお、常時介護証明書の発行要件は下記①及び②です。

①　運転者が常時介護者であること。

　　なお、「常時介護者」とは、障害者手帳を交付されている方のみで構成されている世帯の

　　障がい者のために１年以上、週３日程度以上当該軽自動車を連転する方です。

②　対象となる軽自動車を障がい者（児）の通学、通院、通所、若しくは生業(※ ２)のために使用

　　していること。

　　★なお、当該軽自動車の所有者が生計を一にする方の場合は、障害福祉課が発行する「生計同

　　　一証明書」も併せて必要です。(※P26②の発行要件を満たすこと）

(※ ２)「通学、通院、通所若しくは生業」とは次のとおりです。

「通学」
学校教育法に規定する学校、専修学校、各種学校（国、地方公共団体、学校法人が

設置する学校）に通うこと。

「通院」
治療・機能維持回復などのために医療法上の医療機関に通うこと。（障がいとの関

連は問わないが、慢性疾患等で長期間の通院を要する）

「通所」

次の施設に通うこと。

・障害者総合支援法の規定による通所サービスを行う事業所及び地域活動支援センター

・身体障害者福祉法に規定する通所施設

・児童福祉法に規定する障がい児のための通所施設

・児童福祉法に規定する保育所

・その他の施設等

　　職業訓練施設、手話教室、予備校等長期間に及ぶもので、障がい者の社会復帰に

　　必要と考えられるもの。（老人福祉施設・介護施設は除く）

「生業」 自己の生活を維持するための収入を得ること。

※なお、障害者総合支援法、児童福祉法に規定する入所施設（グループホーム、盲、ろう、特別支援学

　校の寄宿舎を含む）に入所中の方及び医療機関に入院中の方で継続して月１回程度以上帰宅す

　る場合は通院・通所等とみなします。

市役所障害福祉課で発行する『常時介護証明書』の手続きに必要なもの

　　・身体障害者手帳、療育手帳 

　　・運転者の運転免許証

　　　（※マイナ免許証の場合は、「マイナポータル」もしくは「マイナ免許証読み取りアプリ」から

　　　　　　免許情報の確認ができる画面を提示していただく必要があります。） 

　　・自動車検査証 

　　・300円（証明発行手数料）

　※別途、関係機関からの証明書等が必要ですので、詳しくは障害福祉課にお問い合わせください。 

　※軽自動車税減免申請の期間は、納税通知書が届いてから納期限までです。
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（５）指定ごみ袋の交付について

【担当課：長寿福祉課】

【担当課：障害福祉課】

要
申
請

○本人(対象者)であることを確認できる書類
○紙おむつ意見書(※医師の証明)
※初回申請時のみ必要
　次年度以降は、身障者手帳その他継続し
　て紙おむつの使用が確認できる書類(購
　入の領収書等)

○本人(対象者)であることを確認できる書類
○診療明細その他ストーマ用装具の使用が
　確認できる書類(納品書等)

○本人(対象者)であることを確認できる書類
○診療明細その他腹膜透析治療に必要な在
　宅医療用具の使用が確認できる書類(納
　品書等)

○身体障害者手帳の写し

○療育手帳の写し

ＴＥＬ ０９７－５３７－５７０３(直通)　 ＦＡＸ ０９７－５３４－６２５２

①交付方法・枚数について

　　市から委託を受けた業者がご自宅に世帯主様あて、指定ごみ袋を配達します。複数の要件に該当

　する世帯の方は、枚数を合算する場合があります。11月以降翌年10月までの間に新たに対象と決定

　した方には、規定の枚数を決定の翌月にご自宅に配達します。

②申請が必要な対象者について

　　必要書類を準備し、大分市役所本庁舎４階環境政策課に申請してください（右の

　二次元バーコードより電子申請も可能です)。翌月に規定の枚数を配達します。代理の

　方による申請の場合は、申請書裏面の委任状の記入と代理の方の身分証明書が必要です。

　申請書は市ホームページからダウンロードできます。里帰り出産以外で本市の住民登録

　がない方は、市内居住と確認できる郵便物等をお持ちください。要申請の方で基準日以

　降も引き続き対象に該当する方は、年１回の申請が必要です。

環境政策課
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（６）市営の公共施設の使用料等の減免

①

（ ６ ）　市営の公共施設の使用料等の減免

 障がいのある人が文化活動やスポーツ活動などを行うため、市営の公共施設を利用する場合、使

用料等が減免されます。

対象者

１．入園料・観覧料を必要とする施設 

　　身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳の所持者とその介護者 

２．使用料を必要とする施設

　①　身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳所持者 

　②　障がいのある人が営利を目的としない文化活動等を行う場合は、その障がい者個人

　③　障がいのある人又は家族などで構成する障害者団体が、営利を目的としない文化

　　　活動等を行う場合は、その障害者団体

減免割合

入園料・観覧料・使用料等が、1,000円未満の場合は100％減免とし、1,000円以上の

場合は料金全体の50％が減免になります。

※減免金額の詳細につきましては、利用する施設へお尋ねください。

手続きに 

必要な 

書類等

１．入園料・観覧料を必要とする施設を利用する時は、受付で身体障害者手帳、療育手

　　帳などを提示してください。 

２．使用料を必要とする施設を利用する時は、使用料減免申請書に、活動内容が明ら

　　かとなる資料（事業計画書など）を添えて利用する施設に申請してください。

３. 障害者団体として使用料等の減免を受けるには、事前の登録が必要です。

　　障害者団体登録申請書に団体の規約などの書類を添えて、障害福祉課に申請して

　　ください。

※　具体的な減免割合や手続方法については、各施設にお問い合わせください。

※　障害者団体認定申請手続方法については、障害福祉課へお問い合わせください。	
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（７）その他（交通機関等）の割引

0570-04-1717

大分県内のバス会社

国内の定期航空路線について

割引される割引額は各社、各

路線により異なります。

船舶会社によって条件等が異

なります。

大分県内のタクシー会社の場合

※県外については個別にお問

　い合わせ下さい。

各会社で取り扱いが異なります。

特急料金

※グリーン料金

ＪＲ九州

問い合わせ

案内センター

寝台料金

特別割引切符は

除きます。

各航空会社

各船舶会社

各タクシー会社

各携帯電話会社
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８．その他サービス等

（１）食の自立支援事業

（２）在宅重度身体障害者緊急通報サービス

⑷

１食あたり　４５０円

ひとり暮らし等の重度身体障がい者の方は緊急通報サービスを受けることができます。
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（ ３ ） 大分市医療的ケア児在宅レスパイト事業

　在宅で医療的ケア児の看護や介護を行う家族の負担軽減を図るため、医療保険の適用を超え

る利用や医療保険適用外となる自宅外での訪問看護サービスの利用に係る経費を助成します。

対象者

以下の全ての要件に該当する医療的ケアを必要とする児童の家族とします。

①　大分市内に住所を有すること

②　０歳から18歳に達する日以降の最初の３月31日までにあること

③　在宅で同居の家族による介護を受けて生活していること

④　医師の訪問看護指示書による医療的ケアを必要としていること

⑤　訪問看護等により医療的ケアを受けていること

提供事業者
現在利用中の医療保険による訪問看護事業者と同一の訪問看護事業者

※　医療保険による訪問看護を提供せず、本事業のみの提供は不可です。

実施内容
大分市の委託を受けた訪問看護事業者が、医師の作成する訪問看護指示書に基

づき、自宅や自宅外において訪問看護サービスを提供します。

利用

可能時間

医療的ケア児１人につき、年間100時間まで

（ただし、利用開始決定日を含む月を決算月とする開始年度のみ年間利用時間は

次のとおり。）

４月から６月までの新規者 年間利用時間　100時間

７月から９月までの新規者 年間利用時間　 75時間

10月から12月までの新規者 年間利用時間　 50時間

１月から３月までの新規者 年間利用時間　 25時間

サービス

費用

本事業の利用にあたって、利用者の自己負担はありません。

サービス費用の他に発生する実費（交通費等）や当日のキャンセル料等について

は、利用者と訪問看護事業者との定めによるものとします。

手続きに

必要な書類

①大分市医療的ケア児在宅レスパイト事業利用登録（変更）申請書（窓口に備え

　付けあり）

②医師の訪問看護指示書の写し

③現在医療保険等で利用している訪問看護事業者との契約書の写し又は利用し

　ていることがわかる書類

受付場所 市役所障害福祉課（支所での受付はできません）

《お問い合わせ》障害福祉課

（ ４ ） 生活福祉資金の貸付

　低所得者世帯、障がい者世帯、又は高齢世帯に対し、資金の貸付と必要な相談支援を行うこ

とにより、その経済的自立及び生活意欲の助長促進、並びに在宅福祉及び社会参加の促進を図

り、安定した生活を送れるようにすることを目的とした貸付事業です。

《お問い合わせ》大分市社会福祉協議会　TEL 097-547-9562

                                      FAX 097-547-9583
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（５）手話関係

① 手話通訳者・要約筆記者等の派遣

② 盲ろう者通訳介助員の派遣

ＴＥＬ ０９７－５５１－２１５２　ＦＡＸ ０９７－５５６－０５５６

ＴＥＬ ０９７－５５１－２１５２　ＦＡＸ ０９７－５５６－０５５６

 ０９７－５３８－３１１０

 １１９
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③ 手 話 講 習 会

④ 手話通訳者の配置 

（６）点 字 関 係

　点 字 図 書 館

（７）大分市おもちゃライブラリー

ＴＥＬ ０９７－５４５－１６５２  ＦＡＸ ０９７－５３７－１４１１

※事前予約が必要です

午後６時30分～午後８時30分
４月９日～３月25日　毎週木曜日

午前10時～正午
４月10日～３月26日　毎週金曜日

午前10時～正午
４月11日～３月27日　毎週土曜日

5,290

毎週 月曜日・金曜日

毎週 火曜日

毎週 月曜日・水曜日・金曜日

毎週 水曜日

ＴＥＬ ０９７－５５１－２１５２  ＦＡＸ ０９７－５５６－０５５６

午後５時15分まで
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（８）障がい者福祉センター

大分市基幹相談支援センター 利用料　無料

９．相談事業等

８

※家族等介助者の急病による不在、障がい者虐待、障がいのある方の状態変化等により、自宅等

　での生活を継続することが困難となったときなどの緊急な対応が必要になったときなどは、

　「あんしんコール」にご連絡ください。相談内容に応じて、必要な支援等を行います。

◆内　　容

◆利用方法

◆場　　所

◆開所時間

◆休 所 日

◆連 絡 先

ＴＥＬ ０９７－５７６－８８８０　 ＦＡＸ ０９７－５４４－３０２０
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障がい者の就労支援に関すること

（１）障害者就業・生活支援センター　大分プラザ 利用料　無料

（２）大分市障害児（者）地域療育等支援事業 利用料　無料

＊大分療育センター

＊博愛こども成育医療センター

＊大分こども発達支援センター　つばさ学園

＊諏訪の杜病院

＊こども発達支援センター　もも

　鴛野１１８番地の１

国分字六重原５６７－３

　電話 ０５７０－０７１２７７（ナビダイヤル③番） ＦＡＸ ０９７－５０２－１２８８

◆対 象 者

◆内　　容

◆利用方法

◆場　　所

◆対 象 者

◆内　　容

◆利用方法

◆実施施設 ８

＊こども発達・子育て支援センター　わくわくかん

（１）障害者就業・生活支援センター　大分プラザ

（２）大分市障害児（者）地域療育等支援事業
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＊大分健生病院

＊へつぎ病院

（３）高齢重度聴覚障がい者生活支援訪問事業 利用料　無料

◆対 象 者

◆内　　容

（５）就労ピアサポートサロンおおいた
◆対 象 者

◆内　　容

◆開催時間

◆開催場所

（４）相談事業 利用料　無料

０５７０－０３４５７７（ナビダイヤル→リハビリ課の番号を押下）

Ｊ ：COM

ＴＥＬ ０９７－５５１－２１５２　 FAX ０９７－５５６－０５５６

第１・３

（３）高齢重度聴覚障がい者生活支援訪問事業

（４）相談事業

（５）就労ピアサポートサロンおおいた
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（６）知的障害者相談員

２番１８号

１５－４

（６）知的障害者相談員
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（７）身体障害者相談員（７）身体障害者相談員
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（８）障害者団体一覧

J：COMホルトホール４階
大分市身体障害者福祉協議会連合会会長

大 分 市 視 覚 障 害 者 協 会 会 長

鶴崎地区身体障害者福祉協議会会長

佐賀関地区身体障害者福祉協議会会長

野津原地区身体障害者福祉協議会会長

大分市身体障害者福祉協議会連合会視覚部会長

大分市身体障害者福祉協議会連合会聴覚部会長

大分市身体障害者福祉協議会連合会スポーツ部会長

大分市身体障害者福祉協議会連合会クローバー会会長

大 分 市 聴 力 障 害 者 福 祉 会 会 長

大分市肢体不自由児者父母の会会長

大分市手をつなぐ育成会理事長
大津町２丁目１番４１号
大分県総合社会福祉会館内

葛城１１２３－１

大字入蔵８７２番地の２ ５８８－００１８

０８０－８３７１－６３９５

５４７－７２１８

５４７－７２１８

関　谷　道　広

川　野　大　吾

（８）障害者団体一覧
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（１）障害福祉サービス

訪問系・その他サービス

日中活動系サービス

居住系サービス

10．障害者総合支援法等によるサービス
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地域相談支援…地域生活への移行や地域生活の継続を支援します。

サービスの名称 内　　　　　　　　　　容

地 域 移 行 支 援

障害者支援施設等に入所しているまたは精神科病院に入院している方など、地

域における生活に移行するために重点的な支援を必要としている方に対して、

住居の確保など地域生活に移行するための相談やその他必要な支援を行いま

す。

地 域 定 着 支 援

居宅において単身等で生活する障がいのある方に対して、常時連絡がとれる体

制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に相談、その他必要

な支援を行います。

（２）障害児通所支援事業
サービスの名称 内　　　　　　　　　　容

児 童 発 達 支 援
就学前の児童に対して、日常生活における基本的な動作の指導や知識技能の付

与、集団生活への適応訓練などの支援を行います。

放課後等デイサービス
在学中の児童に対して、放課後又は学校の休業日に、施設に通わせ生活能力向

上のための訓練や社会との交流促進などの支援を行います。

居宅訪問型児童発達支援
医療的ケア児等であって、障害児通所支援を利用するために外出することが著

しく困難な児童に対し、居宅を訪問して発達支援を行います。

保育所等訪問支援 保育所等を訪問し、集団生活に適応できるよう専門的な支援等を行います。

（３）地域生活支援事業	

　障がいのある方が、その有する能力や適性に応じ自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるように、大分市が実施している事業です。主な事業は以下のものです。	

事業名 内　　　　　　　　　　容

意思疎通支援事業

聴覚や視覚等の障がいにより意思疎通に支障がある人とその他の人の意思疎通

を仲介するために手話通訳や要約筆記、盲ろう者通訳介助を行う者の派遣など

を行います。

日常生活用具給付等事業 障がいのある方等に、自立生活支援用具等日常生活用具の給付又は貸与を行います。

移 動 支 援 事 業

屋外での移動が困難な障がいのある方について、外出のための支援を行います。

　①個別支援型：１人の利用者に対して、介護者が１：１の支援を行います。

　②グループ支援型：複数の利用者に対して、介護者が同時に支援を行います。

　③医療的ケア児通学等支援：医療的ケア児が通園・通学・通所する際の移動を

　　　　　　　　　　　　　　支援します。

地域活動支援センター

（Ⅱ型・Ⅲ型）

障がいのある方に対して、創作的活動や生産活動の提供、社会との交流

促進などの便宜を図ります。

訪問等入浴サービス事業 居宅における入浴が困難な障がいのある方に対して、居宅又は施設で入浴のサービスを提供します。

日中一時支援事業
自宅で介護を行う人が病気などで一時的に支援が必要になった場合に日中施設にお

いて、預かりのサービスを行います。

※事業所については、障害福祉課にお問い合わせください。	
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（４）サービスの利用のしかた

１ 相談・申請

２ サービス等利用計画案の提出依頼

３ 審査・判定・認定

４ サービス等利用計画案の提出

５ 支 給 決 定

６ サービス担当者会議の開催

７ サービス等利用計画の作成

８ サービス利用開始

９ モニタリング

。
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（５）サービスを利用したときにかかる費用

　月ごとの利用者負担には上限があります。

　＊注１　収入が概ね600万円以下の世帯が対象になります。　

　＊注２　収入が概ね890万円以下の世帯が対象となります。　

　＊注３　20歳以上の施設入所支援及び療養介護、グループホーム並びに宿泊型自立訓練利用者を除きます。

大分市障がい者虐待防止センター
場所 ： 大分市役所　１階　障害福祉課内

電話番号 ：097－585－6003
ＦＡＸ 097－537－1411

開設時間：午前８時30分～午後５時15分（土・日・祝を除く）

11．大分市障がい者虐待防止センターについて

：

（ ５ ）サービスを利用したときにかかる費用
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【ご相談・お問い合わせ先】

大分市成年後見センター

【対 象 者】

【配付場所】

【見　　本】

カード（おもて面） カード（うら面）

12．大分市成年後見センターについて

13．ヘルプカードについて

ＦＡＸ

午前８時３０分～午後５時１５分（土・日・祝を除く）
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【対 象 者】

【配付場所】

【見　　本】

14．ヘルプマークについて
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☆個人番号（マイナンバー）について

個人番号カード

個人番号カード

代理人の

個人番号の確認

【お問合せ一覧】

本人確認（身元確認）

市民課にご相談ください。

（平日９：３０～１７：３０）
（平日８：３０～１７：１５、土日・祝日・年末年始除く）

※一部、ＩＰ電話等で上記ダイヤルにつながらない場合

※通知カードは、現在の氏名や住所等と合致

　していない場合は、個人番号の確認書類と

　して利用できません。

※顔写真が無いものは２種類以上の本人を確

　認できるものが必要です。

例）住民票と年金手帳等
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